





The Development of Market Governance and 
the New Policies of the Reform of SOEs in China: 
Oligopoly Competition System among SOEs 
in Natural Monopolistic Industries
NAKAGAWA, Ryoji
Market governance and corporate governance work in combination like two wheels of a 
vehicle in the market economy. China has developed market governance and corporate 
governance after repeated trial and error after the introduction of Open and Reform Policy 
in 1978.
The purpose of this paper is to evaluate the achievement of the development of market 
governance and its meanings to the reform of State-Owned Enterprises（SOEs）through 
analyzing of the progress of enforcement of market competition laws, especially Anti-
Monopoly Law put in force in 2008, and the deregulations in the natural monopolistic 
industries, railway, airline, electricity, telecommunication and petroleum in China. The 
market governance in China has common characteristics with advanced capitalist economy 
that lag behind Japan arround 20 years, but at the same time has specific characteristics, 
that is the development of Oligopoly Competition System among SOEs. 























国有企業改革として、1983 年の利改税や 1987 年からの様々な形態の経営請負責任制の導入
をへて、1992 年 7 月、「全人民所有工業企業経営メカニズム転換の条例」が公布され、国有企
業は「自主経営、損益自己責任、自己発展、自己規制」の企業法人に転換されることとなった。
1993 年 3 月の憲法の修正で、国営経済が国有経済に改められ、国営企業も国有企業に改称され



























を意味した。2005 年 2 月には「国務院の個体経営など非公有経済発展の奨励、支持、指導に関
する若干の意見」（のちに非公有三六条と呼ばれるもの）が出され、国有企業の独占分野への
民営企業の参入や民営企業への支援制度が定められた。2006 年 12 月には「国有資産監督管理
委員会の国有資本調整および国有企業再構築に関する指導意見（97 号文件）」が出された。そ





























施行され、2008 年 8 月 1 日には包括的市場競争法である独占禁止法（原語：反壟断法）が施行
された。また、2010 年 7 月国務院によって「新非公有経済 36 条」が発表され、民間投資の奨
励・指導関連任務の実行性や作業性が高められた。
2．中国共産党第 18 期中央委員会第 3回全体会議（三中全会）とその後
（1）中国共産党第 18 期中央委員会第 3回全体会議（三中全会）における国有企業改革方針















































年代より活発に行われてきたが、「不公正な取引方法」に関して反不正当競争法（1993 年 12 月











下で、独占禁止法の草案化が進み、ついに、2006 年 8 月の第 10 期全国人民代表大会第 23 回常
務委員会に反壟断法（反独占法、以下混乱をさけるため独占禁止法とする）草案が上程され、














































れるようになり、また、③行為類型からは価格カルテル（中国独占禁止法 13 条 1 項 1 号）だ
けでなく、再販売価格維持（同 14 条 1 ～ 2 号）、特許ライセンス慣行（第 17 条）、高価格設定（17




2013 年 1 月 4 日に処分が発表された液晶パネル価格カルテル事件は韓国のサムスン、LG、
台湾の奇美、友達、中華映管、瀚宇彩晶の液晶パネルメーカー 6社が 2001 年からたびたび共
謀して液晶パネル価格を操作したとされる事件である。価格法による処分であったが、国家発
展改革委員会は 6社に対して国内テレビメーカーへの 1.72 億元の返還、3675 万元の没収、1.44
億元の課徴金の支払いを命じた（張国棟［2014］）。
さらに、国家発展改革委員会は 2014 年 8 月 20 日に日本の自動車部品製造業者 8社による受
注調整事件およびベアリング製造業者 4社による価格カルテル事件に対して、それぞれ合計 8
億 3196 万元および 4億 344 万元（発表時のレートでそれぞれ約 139 億円と約 67 億円）の行政






び五粮液再販売価格維持事件があった。また、2013 年 8 月 1 日、上海市高級人民法院はジョン
ソン・エンド・ジョンソンによる再販売価格維持を違法とし、53 万元の損害賠償を命ずる判決
を下した。また、2013 年 8 月 7 日国家発展改革委員会は粉ミルク再販売価格維持に対して 6社
















がその任を担っていた。同司は、中央機構編成委員会の許可を経て 2011 年 8 月に「価格監督
検査及び独占禁止局」に昇格、人員も 20 名増加して総勢 46 人となった。また、独占禁止法執
行を担う処の数も従来の 1処（価格独占禁止処）から 3処（価格独占禁止調査一処、同二処、
競争政策・国際協力処）に増設された５）一処はサービス分野、二処は物品分野を担当する。また、






工商総局は 2013 年 7 月、透明性向上のため、その時点で地方工商局が下していた 12 件の独
占禁止法違反処分決定の全文を公表した。13 件中 12 件が独占合意（ほとんどが市場分割また
は数量制限カルテル、うち処罰合計最大は遼寧省建築材料工業協会セメント分会数量制限カル
テル事件、11 社に最高 254 万元の制裁金、処罰合計 1637 万元）であるが、1件は市場支配的
地位の濫用である（広州恵州大亜湾溢源浄水有限公司抱き合わせ事件、違法所得没収 860，





















200 件以上に昇っており、2014 年 9 月までで合計 945 件に達している。2014 年 1 月 15 日まで
の時点で禁止決定は 1件、条件付き承認決定は 21 件である（陳肖盈［2015a］52 頁、5 頁）。
禁止となったのは、コカ・コーラによる匯源果汁買収（2009 年 3 月 18 日）である。その他の
条件付き承認も外資企業による国内企業ないし外資系企業同士の企業結合に関するもので、国
内企業同士のものはない。



















































独立した。2008 年 3 月、第 11 期全国人民代表大会第一回会議において交通関係の省庁を統合
した「交通運輸部」の設立が決定されたが、鉄道部の政治力の強さなどから実現しなかった。
















きな焦点となったが、中国政府は 2014 年 2 月 15 日から鉄道運賃を政府決定価格から政府指導
価格へと変更することを発表した。これにより1km・t当たり平均0.015元上昇するとされた（串



















に、中国国際航空となる民航北京管理局飛行総隊は 1955 年 1 月 1 日に、後に中国東方航空と
なる民航総局上海管理処の飛行中隊は 1957 年に、それぞれ正式に設立されている。
1958 年国務院の決定により、中国民用航空局は交通部の一部局となり、1960 年交通部民用
航空局と改称し、1962 年 4 月に中国民用航空局と改称するとともに国務院直属機関となった。
ただし、業務、幹部人事等は空軍が管理責任を負った。改革開放後、鄧小平により民用航空は
経済的観点から管理すべきとされ、1980 年中国民用航空局は国務院直属機関となり、軍の直接















春秋航空が、翌 2005 年 6 月には乳酸品メーカーの均瑶集団を母体として上海吉祥航空が設立
された。2005 年 1 月には「公共航空運輸企業経営許可規程」が施行され、その具体的な細目と
して 8000 万元の登記資本、最低 3機の航空機を保有すれば参入が可能であるとされた。その
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2013 年度末の航空輸送会社は 46 社で、所有制別に見ると、国有・国有支配会社 36 社、民営・
民営支配会社 10 社であり、サービス別にみると貨物専門輸送会社は 7社であった。市場シェ


































式会社法（昭和 28 年法律第 154 号）によって設立されていた日本航空の完全民営化が実施さ
れた。国内航空運送事業については、その後段階的に規制が緩和されてきたが、規制緩和の総































2008 年 3 月には第 11 期全人代で、「国家エネルギー委員会」と「国家エネルギー局」の設立
が決まった。「国家エネルギー局」（国家能源局）は国家発展改革委員会の部局として、同年 8
月に正式に発足した。中国のエネルギー問題の最高意思決定機関となる「国家エネルギー委員








中央政府は 2004 年 12 月、発電用燃料である石炭の価格変動に応じて電気料金を改定できる
「炭電価格連動制」を導入した。しかし、制度適用の可否は中央政府の裁量に委ねられており、
電気料金が改定されたのは、2005 年 7 月と 2006 年 6 月の 2回だけである。
④日本との比較
日本の電力供給は戦後においては 1951 年に 9 つの地域分割を行ったうえで、発電・送電・







され、2000 年 3 月には「特別高圧需要」の自由化、料金値下げ時等における届出制が導入され
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た。2004 年 4 月及び 2005 年 4 月には「高圧需要」についても段階的に自由化範囲が拡大された。




中国の電気通信業は 1949 年 11 月 1 日に設立された郵電部が独占的に担ってきた。
②国有企業間競争体制
「国務院令 1993 年第 55 号」によって、電気通信事業分野に競争体制が導入された（外資系・
私営企業は除く）。それを受け 1994 年 1 月には電子工業部系の中国吉通網絡通訊（吉通）が設
立され、3月に郵電部の電気通信現業部門が独立採算部局の中国電信として独立した。7月に
は電子工業部などによって中国聨通が設立された。また、2000 年 9 月電気通信事業法としての
電信条例が国務院令として制定された 11）。電信条例により中国の通信サービスは基礎通信サー





















情報化部は、2013 年 5 月に移動通信事業の民間開放を決定し 12）、12 月末には 11 の民間企業の
参入を認めた 13）。参入企業はその後も増え続け、2015 年 3 月時点で 42 社に達した 14）。こうし
た動きはブロードバンド（大容量高速）インターネット接続サービスにも及び、工業・情報化








広州、深圳、重慶、成都の 16 都市で、民営企業の参入を認める方針である 15）。
⑤通信料金規制
通信料金設定の自由化については 2002 年以降、プライスキャップ制の導入や携帯市内電話


























































格と連動（中央政府調整要件あり）、2009 年に国際原油価格と連動（22 営業日 4％変動、中央






2014 年 9 月、石油製品の販売を手掛ける完全子会社中国石化銷售有限公司の株式の 3割を売却











緊急時二法（「国民生活安定緊急措置法」と「石油需給適正化法」）が整備された。1976 年 4 月








を出し、それによって原油処理枠指導の廃止（1992 年 3 月）などが実施された。経済改革研究
会は、1993 年 12 月、「石油にかかわる規制は必要最小限のものとし、平常時自由、緊急時制限
の方式を導入する」との考えに立って、石油政策を見直すことを求める報告書（いわゆる平岩
リポート）を出した。これらを受けて 1996 年 3 月末をもって特石法は廃止され、ガソリンな










できる。しかも、規制緩和が大きく進行した 1980 年代に日本はすでに一人当たり GDPで 1~2
万ドル（2000 年価格でみると 2-3 万ドル）の水準であったの対して、中国は 2014 年において


































































































５） 張向東「発改委未中止調査、電信本週或出整改細則」『経済観察報』2011 年 12 月 12 日
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た中国『国進民退』現象の再検証」　（課題番号 25380552）および 2014 年度立命館大学国際地
域研究所重点プロジェクト「市場環境適応・市場ガバナンス・企業ガバナンスから見る中国の
『国進民退』現象」の研究成果の一部である。

